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こどもの事故防止に対する取組

１．こどもを事故から守る！プロジェクト（こどもの不慮の事故の防止）
(1) こどもの事故防止に関する関係府省庁連絡会議
(2) こどもの事故防止週間
(3) 事故防止ポータルサイト
(4) こどもの事故防止ハンドブック
(5) 関係省庁との連携

２．教育・保育施設等における事故防止対策
(1) 令和４年教育・保育施設等における事故報告集計
(2) 令和５年の事故の発生と地方自治体に対する注意喚起
(3) 教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン
(4) 教育・保育施設等における重大事故防止策を考える有識者会議



1．こどもを事故から守る！プロジェクト（こどもの不慮の事故の防止）

https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety-actions/overview/



１-1．こどもの事故防止に関する関係府省庁連絡会議

https://www.cfa.go.jp/councils/child-safety-actions-review-meetings/

【目的】
こどもの事故防止に関連する関係府省庁の連携を図り、
こどもの事故の実態 及びこどもの事故防止に向けた各種
取組等を情報交換する。あわせて、効果的 な啓発活動の
実施、関係者の取組推進のための方策等について検討す
る。

【構成員】
こども家庭庁 成育局安全対策課長（議長）
警察庁 刑事局捜査第一課長
消費者庁 消費者安全課長
こども家庭庁 成育局母子保健課長
総務省消防庁 総務課長
文部科学省 総合教育政策局
男女共同参画共生社会学習・安全課長

厚生労働省 政策統括官付参事官（総合政策統括担当）
農林水産省 消費・安全局消費者行政・食育課長
経済産業省 商務情報政策局産業保安グループ製品安全課長
国土交通省 総合政策局バリアフリー政策課長
海上保安庁 交通部安全対策課長



１-2．こどもの事故防止週間

https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety-actions/



１-3．事故防止ポータルサイト

https://www.cfa.go.jp/top/







１-４．こどもの事故防止ハンドブック

https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety-actions/







１-５．関係省庁との連携

不慮の事故によることもの死因を確認➡「窒息」「交通事故」「不慮の溺水」が上位にある。

消費者庁と国民生活センターにおいて、消費生活において生命・
身体に被害を生ずる事故に遭い医療機関を受診した患者から事故
の詳細情報等を収集

医療機関ネットワーク

「子どもを事故から守る！ツイッター
（現 X）」
「子ども安全メール」
による事故防止のための普及啓発

「子どもを事故から守る！事故防止ハンドブック」
「こども家庭庁公式ツイッター（現 X）」による普及啓発活動

消費者庁

こども家庭庁

各当道府県

こどもが６歳から通うこととなる学校に関して、「学校安全ポータルサ
イト」を設置し、学校安全のために、文部科学省や各都道府県等で実施
している安全管理に関する取組等について掲載。
➡各地域で取り組んでいる学校安全の実践事例等を共有し、防災教育を
含む安全教育の充実を図るために情報発信を行う。

文部科学省

事例２．事故の防止に向けた関係省庁等と連携した取組

「海上保安庁公式ツイッター
（現 X）」による水難事故防止
のための普及啓発

海上保安庁

事例１．事故状況把握と情報の共有

「不慮の溺水」について、関係府省庁連絡会議において、水難事故の発生状況と事故防止の取組事例について、マリンレジャーに伴う海浜事故に関して海上保
安庁から、河川水難事故について国土交通省・農林水産省からご報告いただき、情報共有を図った。



２．教育・保育施設等における事故防止対策

負傷等
死亡 計内訳

（意識不明） （骨折） （火傷） （その他）

認定こども
園・幼稚園・
認可保育所等

（※）

1,891 (19) (1,445) (6) (421) 5 1,896

(+24) (+5) (▲35) (▲1) (+55) (0) (+24)

放課後児童健
全育成事業
（放課後児童
クラブ）

565 (0) (452) (0) (113) 0 565

(+90) (0) (+44) (▲3) (+49) (0) (+90)

計 2,456 (19) (1,897) (6) (534) 5 2,461
(+114) (+5) (+9) (▲4) (+104) (0) (+114)

割合 99.8% (負傷等の
0.8%)

(負傷等の
77.2%)

(負傷等の
0.2%)

(負傷等の
21.7%) 0.2% 100％

(0) (+0.2) (▲3.4) (▲0.2) (+3.3) (0) -

令和４年教育・保育施設等における事故報告集計 〔令和５年８月１日公表〕
教育・保育施設等（※）において発生した死亡事故、治療に要する期間が30日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故（意識不明（人工呼

吸器を付ける、ICUに入る等）の事故を含む。）で、令和４年１月１日から令和４年12月31日までの期間内に第１報があったものを集計した。
※ 以下の施設・事業をいう。

・認定こども園（幼保連携型、幼稚園型、保育所型、地方裁量型） ・幼稚園 ・認可保育所 ・小規模保育事業 ・家庭的保育事業 ・居宅訪問型保育事 ・事業所内保育事業（認可）
・一時預かり事業 ・病児保育事業 ・子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）・子育て短期支援事業（ショートステイ、トワイライトステイ）
・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）・認可外保育施設（企業主導型保育施設、地方単独保育施設、その他の認可外保育施設）・認可外の居宅訪問型保育事業

・ 各欄下段は、対前年比の増減数
※ 認定こども園・幼稚園・認可保育所等とは、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）以外の施設・事業



２．教育・保育施設等における事故防止対策

睡眠中 ・ 食事中



２．教育・保育施設等における事故防止対策

事務連絡「教育・保育施設等における重大事故防止策を考える有識者会議」からの注意
喚起について（平成29年12月18日） 別添２

令和３年度内閣府子ども・子育て支援調査研究事業「教育・保育施設等における
重大事故防止対策に係る調査研究」作成資料



２．教育・保育施設等における事故防止対策

教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン
【事故防止のための取組み】～施設・事業者向け～（平成28年3月） 23ページ

令和３年度内閣府子ども・子育て支援調査研究事業「教育・保育施設等における
重大事故防止対策に係る調査研究」作成資料



２．教育・保育施設等における事故防止対策

プール活動・水遊び 熱中症事故



２．教育・保育施設等における事故防止対策

令和３年度内閣府子ども・子育て支援調査研究事業「教育・保育施設等における
重大事故防止対策に係る調査研究」作成資料


